
○城里町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則 

平成17年２月１日 

規則第100号 

（趣旨） 

第１条　この規則は，城里町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成

17年城里町条例第117号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条　この規則で使用する用語は，条例で使用する用語の例による。 

２　この規則において「改良土」とは，土砂等（泥土を含む。）又は建設汚泥にセメ

ントや石灰を混合し科学的安定処理したものをいう。 

 

３　この規則において「土地の埋立て等に用いる土砂等」とは，次に掲げる条件をす

べて満たした砂，砂質土，礫，礫質土又はこれらに準ずるものをいう。 
れき

(1)　土壌の汚染に係る環境基準（平成３年環境庁告示第46号）に定める有害物質の

基準値を超えていないこと。 

(2)　改良土でないこと。 

(3)　事業に用いる土砂等は，本町から発生したものであり，当該土砂等の発生場所

から事業区域に直接搬入されるものであること。ただし，町長が特別な理由があ

ると認めるときは，この限りではない。 

（公共的団体の範囲） 

第３条　条例第９条第１項第１号の規定による規則で定める公共的団体は，次に掲げ

るものとする。 

(1)　日本下水道事業団，自動車安全運転センター及び独立行政法人通則法（平成11

年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人 

(2)　地方住宅供給公社法（昭和40年法律第124号）第８条の規定により設立された

地方住宅供給公社 

(3)　地方道路公社法（昭和45年法律第82号）第８条の規定により設立された地方道

路公社 



(4)　公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第66号）第10条第１項の規定

により設立された土地開発公社 

(5)　土地改良法（昭和24年法律第195号）第10条第１項の規定により認可を受けた

土地改良区及び同法第77条第２項の規定により認可を受けた土地改良区連合 

(6)　土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第14条第１項の規定により認可を受

けた土地区画整理組合 

(7)　前各号に掲げるもののほか，地方公共団体がその資本金，基本金その他これら

に準ずるものを出資している法人であって，土壌の汚染等の防止に関し，地方公

共団体と同等以上の能力を有する者として町長が認定した者 

２　前項第７号の規定による町長の認定を受けようとする者は，土壌汚染等防止に関

し地方公共団体と同等以上の能力を有する者の認定申請書（様式第１号）に次に掲

げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

(1)　定款又は寄附行為 

(2)　法人の登記事項証明書 

(3)　直近の事業年度の事業報告書，財産目録，損益計算書及び貸借対照表 

（適用除外となる他法令の許認可） 

第４条　条例第９条第１項第２号で定める他の法令等は，次に掲げるものとする。 

(1)　建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項の規定による確認 

(2)　採石法（昭和25年法律第291号）第33条の規定による認可 

(3)　砂利採取法（昭和43年法律第74号）第16条の規定による認可 

(4)　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条の規定による許可又は認可 

(5)　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第８条第１項の

規定による許可を受けた一般廃棄物処理施設及び同法第15条第１項の規定による

許可を受けた産業廃棄物処理施設 

(6)　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第７条第３項の規定による指示措置等

として行う土地の埋立て等又は同法第22条第１項の規定による許可 

（条例第９条第１項第４号の規則で定める事業） 

第５条　条例第９条第１項第４号の規則で定める事業は，次に掲げる事業とする。 

(1)　非常災害のために必要な応急措置として行う事業　 



(2)　運動場，駐車場その他施設の本来の機能を保全する目的で通常の管理行為とし

て行う事業 

(3)　農地を改良するための客土を行う事業で，次の各号に掲げる要件のいずれにも

該当するもの 

ア　農地の埋立て等に関する農地法上の取扱いについて（平成３年農管第600号農

地部長通知）第３第２項の規定による同意を得た農地改良協議に際し用いるこ

ととした土砂等のみを用いて行うこと。 

イ　事業区域の面積が500平方メートル未満であること。 

(4)　事業を行おうとする者自らが行った建設工事等において発生した土砂等を用

いた事業で，事業区域の面積が500平方メートル未満のもの 

(5)　一戸建ての住宅若しくはこれに附属する建築物の建築又は自らの所有する庭

の造成若しくは維持を行おうとする者が，改良土を除いた土砂等により行う事業

で，事業区域の面積が500平方メートル未満のもの。ただし，500平方メートル未

満の面積であっても，当該事業区域の土地に隣接する土地において，当該土地の

事業を行う日前１年以内に事業が行われ，又は現に行われている場合は，当該事

業区域と合算した面積が500平方メートル以上となるものは除く。 

(6)　製品の製造若しくは加工又は販売のために行う一時的な土砂等のたい積事業 

(7)　町長が特別な理由があると認める事業 

（許可申請） 

第６条　条例第９条第１項の規定による許可を受けようとする事業主等は，土砂等に

よる土地の埋立て（盛土・たい積）事業許可申請書（様式第２号）に，次に掲げる

書類を添付して町長に提出しなければならない。 

(1)　事業計画書（様式第３号） 

(2)　土地登記簿謄本，公図の写し及び位置図 

(3)　埋立て等区域付近の見取図 

(4)　現況平面図及び現況断面図 

(5)　計画平面図及び計画断面図 

(6)　土地の埋立て等に用いる土砂等の予定容量計算書 

(7)　土砂等発生元証明書（様式第４号） 



(8)　土地の埋立て等に用いる土砂等の搬入経路図 

(9)　申請者の住民票の写し（申請者が法人の場合にあっては，法人の登記事項証明

書）及び印鑑登録証明書 

(10)　施工管理者であることを証する書面 

(11)　事業区域に隣接する者の同意書（様式第５号） 

(12)　欠格要件非該当に関する誓約書（様式第６号） 

(13)　法令等に基づく許認可等を要するものである場合にあっては，事業が当該法

令等に基づく許認可等を受けたことを証する書類 

(14)　前各号に掲げるもののほか，町長が必要と認めるもの 

（周辺関係者の同意） 

第７条　前条第14号の町長が必要と認めるものとして，次の書類の提出を求めること

ができる。 

(1)　周辺関係者の事前説明会実施報告書（様式第７号） 

(2)　近隣土地の所有者の同意書（様式第８号） 

(3)　土地の所有者等の同意書（様式第９号） 

２　前項第１号に掲げる事前説明会の周辺関係者とは，次に掲げる者のうち町長が必

要と認めるものとする。 

(1)　事業区域の境界線から100メートル以内の区域の土地所有者及び居住者 

(2)　事業区域を管轄する住民自治組織の代表者（事業区域が２地区以上に及ぶ場合

は，それぞれを管轄する住民自治組織の代表者） 

３　第１項第２号に掲げる近隣土地の所有者とは，次に掲げる者とする。 

(1)　事業区域の境界線からおおむね50メートル以内の区域の土地所有者及び居住

者のうち町長が同意を必要と認めるもの。 

４　第１項第３号に掲げる土地の所有者とは，次に掲げる者とする。 

(1)　事業区域の土地所有者，占有者及び管理者のうち町長が同意を必要と認めるも

の。 

（許可等の決定） 



第８条　町長は，条例第９条第１項の規定による許可申請があったときは，その内容

を審査し，許可又は不許可の決定をしたときは，事業許可（不許可）通知書（様式

第10号）により，当該申請をした者に通知するものとする。 

（変更許可申請等） 

第９条　条例第９条第２項の規定による変更の許可を受けようとする事業主等は，事

業変更許可申請書（様式第11号）に，第６条に掲げる書類のうち変更に係る書類を

添付して町長に提出しなければならない。 

２　町長は，前項の申請があったときは，その内容を審査し，許可又は不許可の決定

をしたときは，事業変更許可（不許可）通知書（様式第12号）により，当該申請を

した者に通知するものとする。 

３　条例第９条第２項ただし書の規定による規則で定める軽微な変更は，次のとおり

とする。 

(1)　事業を行う期間の変更（当該期間を短縮させるものに限る。） 

(2)　土地の埋立て等に用いる面積及び土砂等の数量の変更（数量を減少させるもの

に限る。） 

(3)　事業の施行に関する計画の変更（前２号に掲げる事項の変更に伴うものに限

る。） 

４　前項の軽微な変更は，事業軽微変更届出書（様式第13号）により，町長に提出し

なければならない。 

（許可の基準） 

第10条　条例第10条第２項の規定による規則で定める事業基準のうち，土砂等の性質

に係るものについては，次の各号に掲げるとおりとする。ただし，町長が特別の理

由があると認めるときは，この限りではない。 

(1)　改良土ではないこと。 

(2)　建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべ

き事項を定める省令（平成３年建設省令第19号）別表第１に掲げる第１種建設発

生土，第２種建設発生土及び第３種建設発生土に該当すること。 

(3)　水素イオン濃度指数の測定値が４以上９未満であること。 



２　前項に定めるもののほか，条例第10条第２項の規定による規則で定める事業基準

は，別表のとおりとする。 

３　事業を施行する場合は，本条の事業基準によるほか，関係法令を遵守すること。 

（地位の承継の届出） 

第11条　条例第12条第２項の規定による届出は，地位承継届出書（様式第14号）によ

るものとする。 

（変更の届出） 

第12条　条例第14条の規定による規則で定める事項は，次のとおりとする。 

(1)　作業日 

(2)　作業時間 

(3)　連絡先の電話番号 

(4)　施工管理者の職氏名 

２　条例第14条の規定による届出は，変更届出書（様式第15号）によるものとする。 

（事業の完了の届出） 

第13条　条例第15条第１項の規定による届出は，事業完了届出書（様式第16号）によ

るものとする。 

２　条例第15条第２項に規定する通知は，土砂等による土地の埋立て等事業完了確認

通知書（様式第17号）とする。 

（事業の中止又は廃止の届出） 

第14条　条例第16条第１項の規定による届出は，事業中止（廃止）届出書（様式第18

号）によるものとする。 

（標識） 

第15条　条例第17条の規定により設置しなければならない標識は，様式第19号による

ものとする。 

２　前項の標識は，事業を施行する箇所の入口付近に設置しなければならない。 

（土砂搬入禁止区域の公示） 

第16条　条例第18条第３項の規定による公示は，役場前，桂支所及び七会町民センタ

ーの掲示場に次に掲げる事項を掲示して行うものとする。 

(1)　土砂搬入禁止区域の位置，区域及び面積 



(2)　土砂搬入禁止区域の指定の期間 

(3)　土砂搬入禁止区域の指定の理由 

(4)　土砂搬入禁止区域の区域を示す図面 

（身分証明書） 

第17条　条例第18条第７項若しくは第22条第６項に規定する身分を示す証明書は，様

式第20号によるものとする。 

（土砂搬入禁止区域の周知） 

第18条　条例第18条第８項の規定による周知は，掲示板への掲示，印刷物の配布，新

聞紙への掲載その他の方法により行うものとする。 

（土砂搬入禁止区域の解除の公示） 

第19条　条例第20条第２項において準用する条例第18条第３項の規定による公示は，

次の事項を記載するものとする。 

(1)　解除した土砂搬入禁止区域の位置，区域及び面積 

(2)　土砂搬入禁止区域の解除の年月日 

(3)　土砂搬入禁止区域の解除の理由 

(4)　解除した土砂搬入禁止区域を示す図面 

（立入検査通知） 

第20条　条例第22条第２項の規定による通知は，土砂等による土地の埋立て，盛土及

びたい積事業立入検査通知書（様式第21号）により行うものとする。ただし，土地

の占有者に立ち入りの承諾を得ているときに限り，通知を省略することができる。 

（許可の取消し） 

第21条　条例第13条の規定による許可の取消しは，土砂等による土地の埋立て，盛土

及び堆積事業許可取消書（様式第22号）により行うものとする。 

（勧告及び命令の様式） 

第22条　条例第24条の規定による土地所有者に対する勧告は改善勧告書（様式第23号）

により，条例第25条の規定による改善勧告は改善勧告書（様式第24号）により，条

例第26条の規定による改善命令は改善命令書（様式第25号）により，条例第27条の

規定による停止命令及び撤去命令及び標識は事業停止命令書（様式第26号）及び撤

去命令書（様式第27号）及び標識（様式第28号）によりそれぞれ行うものとする。 



（公示送達） 

第23条　条例第29条の規定による公示送達は，公示送達書（様式第29号）により行う

ものとする。 

（生活環境の保全上の支障の除去等の措置） 

第24条　条例第30条の規定による処分（以下「代執行」という。）に係る行政代執行

法（昭和23年法律第43号）第３条第１項の規定による戒告は，戒告書（様式第30号）

により行うものとする。 

２　前項の場合における代執行法第３条第２項の代執行令書は，代執行令書（様式第

31号）とし，条例第30条第２項規定により当該支障の除去等の措置に要した費用を

負担させようとする場合においては，認定事業主等に対し負担させようとする費用

の額の算定基礎を明示するものとする。 

３　第１項の場合における代執行法第４条の証票は，執行責任者証（様式第32号）と

する。 

４　行政代執行に係る行政代執行法第５条の規定による納付の命令は，代執行費用納

付命令書（様式第33号）により行うものとする。 

（緊急安全措置） 

第25条　条例第31条第１項の規定により措置を講ずる場合は，当該事業主等に対し，

緊急措置通知書（様式第34号）により通知するものとする。 

２　町長は，前項の措置を講じた場合であって，当該事業主等を確知することができ

ないとき又は当該事業主等に対し通知することが困難であるときは，当該措置に係

る緊急措置区域の位置及び当該措置の内容を告示するものとする。 

（公表の方法） 

第26条　条例第32条の規定による違反等に係る事実の公表は，町広報誌への掲載，城

里町公告式条例（平成17年城里町条例第３号）第２条第２項に定める掲示場への掲

示その他の方法により行うものとする。 

２　前項の公表を行うときは，あらかじめ公表通知書（様式第35号）により事業主等

へ通知するものとする。 

（その他） 

第27条　この規則に定めるもののほか，必要な事項は，町長が別に定める。 



附　則 

（施行期日） 

１　この規則は，平成17年２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２　この規則の施行の日の前日までに，合併前の常北町土砂等による埋立て，盛土及

びたい積の規制に関する条例施行規則（平成３年常北町規則第６号），桂村土砂等

による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則（平成３年桂村規則第６号）又

は七会村土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則（平成５年七会

村規則第１号）の規定によりなされた処分，手続その他の行為は，それぞれこの規

則の相当規定によりなされたものとみなす。 

附　則（平成28年規則第14号） 

この規則は，平成28年４月１日から施行する。 

附　則（平成29年規則第12号） 

この規則は，平成29年４月１日から施行する。 

附　則（平成30年規則第22号） 

（施行期日） 

１　この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２　この規則の施行の際，現に改正前の城里町土砂等による土地の埋立て等の規制に

関する条例施行規則の規定によりなされた処分，手続その他の行為は，この規則の

相当規定によりなされたものとみなす。 

附　則（平成30年規則第24号） 

（施行期日） 

１　この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２　この規則の施行の際，城里町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施

行規則の一部を改正する規則（平成30年城里町規則第22号）による改正前の城里町

土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則の規定によりなされた処

分，手続その他の行為は，なお従前の例による。 



附　則（令和２年規則第７号） 

（施行期日） 

１　この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２　この規則の施行の際，現に改正前の城里町土砂等による土地の埋立て等の規則に

関する条例の規定による許可を受けた事業については，なお従前の例による。 

附　則（令和７年規則第９号） 

　この規則は，令和７年４月１日から施行する。 

 

別表（第10条関係） 

事業基準 

１　周辺環境対策 

(1)　粉じん飛散防止のため，必要な措置を講ずること。 

(2)　土地の埋立て等の区域からの浸出水及び土砂等による水質の汚濁を生じ

させないこと。 

(3)　埋立て等区域内の雨水等が適切に排水される設備を設けること。 

(4)　騒音については，騒音規制法（昭和43年法律第98号）に規定する特定建設

作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準に準じ，必要な騒音防止措置

を講ずること。 

(5)　振動については，振動規制法（昭和51年法律第64号）に規定する特定建設

作業の規制に関する基準に準じ，必要な振動防止措置を講ずること。 

２　事業期間 

(1)　事業期間は，６箇月以内とすること。ただし，事業期間がそれ以上になる

場合は，事前に協議すること。 

３　作業時間等 

(1)　作業時間は，午前９時から午後５時までとすること。 

(2)　日曜日，祝祭日及び年末年始は，作業を行わないこと。 

４　交通安全対策 

(1)　土砂等搬入経路は，あらかじめ道路管理者と協議すること。 



(2)　土砂等搬入経路が通学路の場合は，登下校時間帯の通行禁止等危険防止の

ために必要な措置を講じること。 

(3)　その他交通誘導員の配置，標識の設置及び安全施設の設置等必要な措置を

講じること。 

５　施工管理体制等 

(1)　土地の埋立て等を行うに当たっては，施工管理者が立会い，指示を行うも

のとすること。 

(2)　土地の埋立て等の施工中の事故に係る関係者及び関係行政機関との連絡

体制を整備するとともに，その内容を作業従事者等に十分周知徹底すること。 

(3)　事業区域の周囲には，みだりに人が立ち入るのを防止することのできるよ

うな柵を設けること。設ける柵の高さは，1.5メートル以上とし，風雨等によ

り壊れないような構造とすること。 

(4)　出入口は原則として１箇所とし，不法投棄がされないよう施錠をすること。 

(5)　事業内容を示す表示版（様式第19号）を出入口に設置すること。 

６　事故対策 

(1)　町民の生命及び財産に対する危害及び迷惑を防止するため，必要な措置を

講じること。 

(2)　周辺地域の工作物，水域，樹木及び井戸水等に損失を与え，又はその機能

を阻害することのないように，必要に応じて事前調査を行うなど，適切な防

護の措置を講じるとともに，当該事業の施行に伴う苦情又は紛争が生じたと

きは，誠意をもってその解決に当たること。 

(3)　事業施行中，事業の施行に影響を及ぼす事故，人員に損傷を生じた事故又

は第三者に損害を与えた事故が発生したときは，応急措置を講じるとともに，

事故発生の原因及び経路，事故による被害の内容等について遅滞なく町長に

報告すること。


